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電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金のご案内
「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金」は、住民税非課税世帯等を支援する給付金です。
※給付金は、１世帯につき１回のみ、重複受給はできません。

住民税均等割非課税世帯　又は  
家計急変世帯
：1世帯当たり3万円
住民税均等割のみ課税世帯　又は
住民税均等割のみ課税者と非課税者を含む世帯
：1世帯当たり１万５千円

「申請書」「収入(所得)見込額の申立書」等
での申請が必要です。
申請書に必要事項を記入して、添付書類
と一緒に郵送でご提出ください。

予期せず、令和５年１月～９月の収入が
減少し「住民税非課税相当」の収入と
なった世帯

市が確認書(または申請書)を受理した日から30日
以内が目安です。※書類不備などは除く

申請期限‥令和５年10月31日（火）※必着

　給付金の「振り込め詐欺」や「個人情報・通帳・キャッシュカード・暗証番号の詐取」にご注意ください。
不審に思った場合は速やかに最寄りの警察署か警察相談専用電話（♯9110）にご相談ください。

※ご提出いただいた書類に不備があった場合
は、給付金の支給ができません。　

　記入もれや必要書類の添付もれが無いかを確
認し、ご送付ください。　
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支給対象となる世帯
 （令和5年5月1日時点で沖縄市に住民登録されている世帯で　　　　 のいずれかの世帯） 1 2 3

均等割非課税者のみの世帯
均等割のみ課税世帯 又は
均等割のみ課税者と非課税者を含む世帯

（注）令和５年度：令和4年1月1日～12月31日の所得が対象です。

●給付金を装った詐欺にご注意ください！！

☎098ｰ929-3011

■  給付金の支給額

■  支給対象と申請の有無

■  給付金の支給時期

令和5年度の住民税が

市から「支給のお知らせ」（申請不要） 又は
「確認書」（要返送）をお送りします。

家計急変世帯

※他市町村からの転入や、市県民税の未申告など
により、課税状況が不明の方がいる場合は、「申
請書」での申請が必要です。

※申請が必要です

市役所５階  又は  沖縄市公式ホームページ など申請書配布先 

沖縄市非課税世帯給付金担当 ｢価格高騰重点支援給付金｣窓口 
受付時間　月～金（祝日を除く）　8:30～17:15

お問い合わせ

沖縄市の｢今｣がわかる
WEBサイト・SNS10
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沖縄市 メルマガ

物価高騰の影響を受けた全市民および
市内事業者への支援を目的として、商品
券を配布する。商品券の配布は10月頃を
予定。
1人当たり3,000円分

商品券配布事業1

支

内　　容 全市民対　　象

商工振興課（内線3224）担 当 課

援 事 業

支 援 事 業

経 済 分 野

住民税非課税世帯を対象とした、電力・ガ
ス（LPガスを含む）をはじめエネルギー・
食料品価格等の物価高騰による負担を軽
減するため、支援金を給付する。
1世帯当たり30,000円

住民税非課税世帯向け
価格高騰重点支援事業

1

内　　容

令和５年度における住民税非課税世帯対　　象

住民税所得割非課税（均等割のみ課税）世帯を対象とした、電
力・ガス（LPガスを含む）をはじめエネルギー・食料品価格等の
物価高騰による負担を軽減するため、支援金を給付する。
1世帯当たり15,000円

住民税所得割非課税（均等割のみ課税）世帯向け
価格高騰重点支援事業

3

内　　容

令和５年度における住民税所得割非課税（均等割のみ課税）世帯対　　象

非課税世帯給付金担当　☎098‐929-3011担当窓口

令和5年度における家計急変世帯対　　象

家計急変世帯を対象とした、電力・ガス
（LPガスを含む）をはじめエネルギー・食
料品価格等の物価高騰による負担を軽減
するため、支援金を給付する。
1世帯当たり30,000円

家計急変世帯向け
価格高騰重点支援事業

2

内　　容

福 祉 分 野

※各支援策の詳細については、各担当課・担当窓口までお問い合わせください。

物価高騰の影響を受ける市民や事業者の負担軽減を図ることを目的に、
市独自の緊急経済対策（第11弾）を実施します。

新型コロナウイルス感染症に関する緊急経済対策
第11弾

1 2 3（　　　   共通）


